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 H27 H28 H29 H30 R1 

小学校 75 85 87 60 51 

中学校 9 12 14 6 6 

高校 2 5 4 4 16 

特別支援学校 112 101 129 140 133 

合 計 
（実人数） 

198 203 234 210 206 

 
 
 

133

51

6 16

特別支援学校教員

小学校教員

中学校教員

高等学校教員

資料４－② 教育職員免許法単位認定講習受講者の状況 

単位認定講習受講者の校種別内訳（Ｒ１） 

単位認定講習の校種別受講者数の推移（Ｈ２７～Ｒ１）

高校改革・特別支援教育課調べ 

高校改革・特別支援教育課調べ 
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単位認定講習の定員及び受講者数の推移（Ｈ２３～Ｒ１） 
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１ 教員研修に関する制度 

実施月 制    度    名 派遣先 期 間 対象者 

４月〜３月 国内大学留学生制度 国内大学 １ 年 県公立学校教員として、本県
において教職３年以上の者
で県が定める基準に該当す
る者 

４月〜３月 山梨大学教育学部大学院研修制度 山梨大学 ２ 年 

４月〜３月 県総合教育センター一般留学生派遣制度 県総合教育センター １ 年 

 

２ 特別支援学校教諭免許状取得に関する取組 

実施月 制    度    名 会場 期 間 対象者 

７月〜８月 
教育職員免許法認定講習 

（特別支援学校教諭免許状） 
県 内 

各講座 

２ 日 

小・中学校、高等学校、特別支援学校
に勤務する教員で特別支援学校教諭
免許状を取得しようとする者 

 

３ 教 員 研 修 

（１）（独）国立特別支援教育総合研究所による研修 

No 名      称 期 間 人 数 場  所  他 

1 特別支援教育専門研修 ２ヶ月 

若干名 

 

独立行政法人 

国立特別支援教育総合研
究所 

2 高等学校における通級による指導に関わる指導者研究協議会 ２日×３回 

3 特別支援学校寄宿舎指導実践協議会 

１日〜２日 

4 交流及び共同学習推進指導者研究協議会 

5 特別支援教育におけるICT活用に関わる指導者研究協議会  

6 
特別支援学校「体育・スポーツ」実践指導者協
議会 

（２）県教育委員会が主催する研修 

月        研  修  会  名 回数 対象者 
４ 特別支援学級教育課程説明会 １ 小・中学校の教員 

５ 医療的ケア専門研修 １ 
医療的ケア実施校の養護教諭・学校
看護師 

６・７ 特別支援教育支援員地区研修会 
県内５ヶ所 

各１回 
市町村教育委員会が配置する特別支援教育支援員 

７・９ 幼稚園・保育所(園)・認定こども園における特別支援教育研修会  ２ 
幼稚園、保育所（園）関係者、小・特の教員、市
町村の教育・福祉・保健等の行政関係者 

７・11 特別支援教育管理職研修会 ２ 幼稚園、小・中学校、高等学校、特別支援学校の管理職 

８ 医療的ケア：教員による特定行為基本研修 ２ 特別支援学校の教員 

８ 特別支援学校教育課程等説明会 １ 特別支援学校の教員 

８ 指導看護師養成講習会 １ 学校看護師 

８ 寄宿舎指導員講習会 １ 寄宿舎指導員 

 

 
 
 

資料４－③ 教員研修の状況 
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（３）県総合教育センターにおける研修 

月        研  修  会  名 回数 対象者 

４〜１０ 新特別支援教育研修会 ６ 
小・中学校の新特別支援学級担任及び新通級によ
る指導担当者 

５〜７ 新特別支援教育コーディネーター研修会 ２ 
小・中・高・特別支援学校の新特別支援教育コー
ディネーター 

５ 子供の実態把握のための研修会 １ 小・中・高・特別支援学校の教員 

６〜７ 子供の実態把握のための専門研修会 ３ 小・中・高・特別支援学校の教員 

７ 子供の特性理解研修会 １ 小・中・高・特別支援学校の教員 

７ 子供の育ちを促す授業づくり研修会 １ 小・中・高・特別支援学校の教員 

８ 通常の学級における特別支援教育研修会 １ 小・中・高・特別支援学校の教員 

８ 医療的ケアスキルアップ研修会 ２ 
特別支援学校の教員 

（県教委が主催する基本研修を修了した者） 

８ 特別支援教育におけるICT活用研修会 １ 小・中・高・特別支援学校の教員 

４〜２ 
特別支援学校コーディネーター等 

相談支援資質向上研修会 31 
特別支援学校特別支援教育コーディネーター 

通級指導教室・市町村教育委員会担当者の希望者 
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やまなし教員等育成指標に基づく研修体系 
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資料４－④ 学習障害等のある児童生徒への支援体制強化事業 

【趣旨】 

本事業は，通級による指導を担当する教員の専門性を向上し，学習障害等のある児童生徒

一人一人の特性に応じた指導と支援を充実させるため，経験年数等に応じた系統的な研修体

制を構築すること，また，適切な実態把握に基づいた一人一人の特性に応じた指導と支援を

充実させるため，学習障害のある児童生徒に対する教材等のパッケージ化及び指導モデルを

示すこととし，以て学習障害等のある児童生徒への支援体制を強化することを趣旨として実

施する。 

【実施期間】 

令和元年７月１９日（金）から令和２年３月３１日（火） 

【実施内容】 

（１） 通級指導専門性充実検討会議全体会の開催（年２回） 

（２） 研修企画部会の開催（年６回） 

（３） 教材等開発部会の開催（年６回） 

（４） 拠点校における研究（山梨市立日下部小学校・山梨北中学校，山梨県立中央高等学校） 

 

文部科学省「発達障害に関する通級による指導担当教員等専門性充実事業」の委託事業 
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資料５－① 学校種間における教員の人事交流 

 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の

推進（報告）」抜粋 

中央教育審議会「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」（H24,7,13） 

 

１．共生社会の形成に向けて 

２．就学相談・就学先決定の在り方について 

３．障害のある子どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその基礎と 

なる環境整備 

４．多様な学びの場の整備と学校間連携等の推進 

   …  

５．特別支援教育を充実させるための教職員の専門性向上等 

（1）教職員の専門性の確保 

1．すべての教員が身に付けるべき基礎的な知識・技能 

小・中学校においては、特別支援学級担当教員の多くは通常の学級と特別支援学級を行き来

するので、長期間にわたり専門性を維持することが難しい。このため、特別支援学級等に配置

した教員の異動について、学校全体の専門性の確保の観点からの配慮を行うことなども考えら

れる。また、特別支援学級等の担当教員の研修についても、例えば、特別支援学校を経験した

教員が、特別支援学級等の担当教員に対し日常的な OJT（On the job training、職場内研修）

で経験や知見を伝授する機会を設けるなど、設置者や学校長のレベルにおいて創意工夫を行う

ことが重要である。また、このような観点からも、特別支援学校と特別支援学級の間の双方向

の人事交流を積極的に行っていくことは大きな意味がある。 

   …  

 


